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（総則）

第１条

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 水洗化戸数 戸

(2) 年間総処理水量 ㎥

(3) 1日平均処理水量 ㎥

(4) 主要な建設改良事業 千円

イ　管渠整備事業 千円

ロ　処理場整備事業 千円

ハ　浄化槽整備事業 千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

第１款 下水道事業収益 千円

第１項 　営業収益 千円

第２項 　営業外収益 千円

第３項 　特別利益 千円

2億 4757万 5

8億 7483万 4

5,657

2,064,908

9,462

5億 8827万 9

3898万 0

17億 722万 0

令和8年度　武雄市下水道事業会計予算

令和8年度武雄市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

9

12億 7781万 6

4億 2939万 5
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支　　　出

第１款 下水道事業費用 千円

第１項 　営業費用 千円

第２項 　営業外費用 千円

第３項 　特別損失 千円

第４項 　予備費 千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

6億4978万7千円は、当年度分損益勘定留保資金3億6787万3千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

4556万1千円、及び当年度未処分利益剰余金処分額2億3635万3千円で補てんするものとする。)

収　　　入

第１款 資本的収入 千円

第１項 　企業債 千円

第２項 　工事負担金 千円

第３項 　分担金及び負担金 千円

第４項 　支出金 千円

第８項 　その他資本的収入 千円

支　　　出

第１款 資本的支出 千円

第１項 　建設改良費 千円

第２項 　企業債償還金 千円

3億 3265万 9

90万 0

1億 47万 2

3

8億 3106万 2

650万 0

3450万 0

13億 3076万 5

14億 3214万 0

3

14億 8084万 9

4億 5740万 0

6億 601万 5

8億 7483万 4



　　　　

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率、借入先及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、３億円と定める。

～
令和13年度

令和8年度

農業集落排水事業

年５.０％

とする。
３　借入れの時期は、令和8年度

起債の方法

期　間事　項

 取扱金融機関が融資を行う水洗便所等改造資金に
 ついて、最終弁済期限終了後６箇月経過後におけ
 る債務不履行により弁済されなかった元利金及び
 損害額の合計額

限度額

起債の目的 限度額（千円）

 武雄市水洗便所等改造資金融資あっせん及び利子助成
 に関する条例に基づく水洗便所等改造資金損失補償

(令和8年度融資あっせん分)

 ① 償還期限、据置期間等につい
　ては、借入先の定める条件によ
　る。

 ② 償還は、元利均等償還又は元
　金均等償還。

 ③ 市財政の都合により、繰上償
　還、償還期限の短縮又は低利債
　に借換えることができる。

利率 償還の方法

公共下水道事業

市営浄化槽事業

1670万 0

2億 9540万 0

1億 4530万 0

 （ただし、利
率見直し方式で
借り入れる資金
について、利率
の見直しを行っ
た後において
は、当該見直し
後の利率）

以     内

　ただし、借入れの期日は、借入先
と協議する。工事の都合等により翌
年度に繰越借入れすることができ
る。

２　財務省財政融資資金、地方公
共団体金融機構、銀行その他から
借り入れる。

１　証書借入又は債券発行の方法
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することのできる場合は、次のとおりと定める。

(1) 　営業費用、営業外費用、特別損失の間の流用

(2) 　建設改良費、企業債償還金の間の流用

　

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（職員給与費8295万6千円は、賞与及びその他引当金繰入額672万5千円を含むものとする。）

(1) 　職員給与費 千円

（他会計からの補助金）

第１０条 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、10億1376万3千円である。

（利益剰余金の処分）

第１１条 当年度未処分利益剰余金のうち2億3700万0千円は、次のとおり処分するものと定める。

(1) 減債積立金 千円

提出

武雄市長　小 松　 政

令和8年2月24日

8295万 6

2億 3700万 0



収　入

予定額（千円） 備　　　考

１. 下 水 道 事 業 収 益 17億 722万 0

１. 営 業 収 益 4億 2939万 5

１. 下 水 道 使 用 料 4億 2912万 5

２. 受 託 工 事 収 益 2

３. そ の 他 営 業 収 益 26万 8

２. 営 業 外 収 益 12億 7781万 6

３. 他 会 計 補 助 金 10億 1376万 3

４. 長 期 前 受 金 戻 入 2億 5561万 3

５. 加 入 金 300万 0

６. 負 担 金 414万 3

１０. 雑 収 益 129万 6

２０. 消費税及び地方消費税還付金 1

３. 特 別 利 益 9

３. 賞 与 引 当 金 戻 入 3

５. 貸 倒 引 当 金 戻 入 3

１０. そ の 他 特 別 利 益 3

収益的収入及び支出

令和８年度　武雄市下水道事業会計予算実施計画

目項款
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支　出

予定額（千円） 備　　　考

１. 下 水 道 事 業 費 用 14億 3214万 0

１. 営 業 費 用 13億 3076万 5

１. 管 渠 費 6107万 1

２．処 理 場 費 2億 3680万 6

３．浄 化 槽 費 3億 815万 7

４．受 託 工 事 費 2

６．総 係 費 1億 124万 3

７．減 価 償 却 費 6億 2348万 3

８．資 産 減 耗 費 3

２. 営 業 外 費 用 1億 47万 2

１. 支 払 利 息 1億 17万 1

２．消費税及び地方消費税 1

１０. 雑 支 出 30万 0

３．特 別 損 失 3

４． 過 年 度 損 益 修 正 損 3

４. 予 備 費 90万 0

１. 予 備 費 90万 0

目項款



収　入

予定額（千円） 備　　　考

１. 資 本 的 収 入 8億 3106万 2

１. 企 業 債 4億 5740万 0

１. 企 業 債 4億 5740万 0

２. 工 事 負 担 金 650万 0

１. 工 事 負 担 金 650万 0

３．分 担 金 及 び 負 担 金 3450万 0

１. 受 益 者 負 担 金 750万 0

２．事 業 分 担 金 2700万 0

４. 支 出 金 3億 3265万 9

１. 国 庫 補 助 金 3億 3265万 9

８．そ の 他 資 本 的 収 入 3

１. そ の 他 資 本 的 収 入 3

目項款

資本的収入及び支出
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支　出

予定額（千円） 備　　　考

１. 資 本 的 支 出 14億 8084万 9

１. 建 設 改 良 費 8億 7483万 4

１. 管 渠 整 備 費 5億 8827万 9

２．浄 化 槽 整 備 費 2億 4757万 5

３．施 設 費 3898万 0

２．企 業 債 償 還 金 6億 601万 5

１. 企 業 債 償 還 金 6億 601万 5

目項款



１．業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 6億 6570万 7 千円

人件費支出 △ 6337万 3 千円

その他の事業支出 △ 3960万 1 千円

営業収入 4億 2529万 8 千円

負担金、補助金等収入 10億 5776万 4 千円

小計 7億 1438万 1 千円

利息及び配当金の受取額 0 千円

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 1億 17万 1 千円

業務活動によるキャッシュ・フロー① 6億 1421万 0 千円

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 12億 432万 4 千円

固定資産の売却による収入 0 千円

有価証券の取得による支出 0 千円

有価証券の売却による収入 0 千円

国庫補助金等による収入 4億 8586万 7 千円

一般会計又は他の特別会計への長期貸付による支出 0 千円

一般会計又は他の特別会計への長期貸付に係る償還金収入 0 千円

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0 千円

工事分担金による収入 4100万 1 千円

投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 6億 7745万 6 千円

令和８年度　武雄市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日～令和９年３月３１日）
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３．財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入による収入 0 千円

一時借入金の返済による支出 0 千円

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 6億 2080万 0 千円

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 6億 601万 5 千円

その他の企業債による収入 0 千円

その他の企業債の償還による支出 0 千円

建設改良等の財源に充てるための他会計借入金による収入 0 千円

建設改良等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出 0 千円

その他の他会計借入金による収入 0 千円

その他の他会計借入金の返済による支出 0 千円

他会計からの出資による収入 0 千円

財務活動によるキャッシュ・フロー③ 1478万 5 千円

資金増加額（又は減少額）　④＝①＋②＋③ △ 4846万 1 千円

資金期首残高 4億 7010万 9 千円

資金期末残高 4億 2164万 8 千円



１．一 般 職

（１）総　括

職員数

（人）

本年度
(1)
9

前年度
(1)
9

比　較
（0）

0

（　）は、パートタイム会計年度任用職員を外書きしたもの （児童手当を含まず）

（単位：千円）

本 年 度

前 年 度

比    較 92万 8 0 0

2214万 2 0 0

361万 7 0

△ 4万 8 0 0 0

2307万 022万 6 2万 0

特別勤務手当

住　居 期末勤勉 退　職通　勤 特殊勤務

198万 6 40万 5 27万 4 2万 0

0 0

361万 7 0

2895万 4

時間外勤務 地　域

182万 8

162万 0

職員手当の内訳

区　　分
管理職 扶　養

57万 3

51万 0 229万 2 64万 8

0 30万 6 24万 3

20万 8

管 理 職 員

手　当 手　当 手　当 手　当

　　令和８年度　武雄市下水道事業給与費明細書

区  分
合計

（千円）給料（千円） 職員手当（千円） 計（千円）

共済費
（千円）

給与費

報酬（千円）
備考

6816万 4 8202万 81386万 4

142万 9 221万 0 92万 8△ 128万 2

3759万 0

51万 0

手　  当 手    　当 手　当 手　　当 手　当

3816万 3 3038万 3 7037万 4 8295万 61258万 2
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ア．会計年度任用職員以外の職員

職員数

（人）

本年度 9

前年度 9

比　較 0

（児童手当を含まず）

（単位：千円）

本 年 度

前 年 度

比    較

2万 0

51万 0 198万 6 40万 5 27万 4 2万 0

0

0 2162万 3 0 0

0 2208万 4 0 0

361万 7

361万 7

△ 4万 8 0 0 46万 1 00

特別勤務手当

特殊勤務 時間外勤務 地　域 期末勤勉 退　職 管 理 職 員

手　  当 手    　当 手　当 手　　当 手　当

通　勤

手　当 手　当 手　当 手　当

職員手当の内訳

区　　分
管理職 扶　養 住　居

51万 0 229万 2 64万 8

0 30万 6 24万 3

22万 6

区  分
合計

（千円）

7969万 4

給与費

給料（千円） 職員手当（千円） 計（千円）

共済費
（千円）

16万 3

1350万 6

△ 137万 257万 3 153万 5

6602万 5

6756万 02939万 7

2843万 5

96万 2

備考

1213万 43816万 3

3759万 0 7953万 1



イ．会計年度任用職員

職員数

（人）

本年度
（1）

0

前年度
（1）

0

比　較
（0）

0

（　）は、パートタイム会計年度任用職員を外書きしたもの （児童手当を含まず）

（単位：千円）

本 年 度

前 年 度

比    較 0 0

98万 6 0 0

0 0

46万 7 0 0

51万 9 0 0

0 0

期末勤勉 退　職 管 理 職 員

特別勤務手当手　当 手　当 手　当 手　当 手　  当 手    　当 手　当 手　　当 手　当

職員手当の内訳

区　　分
管理職 扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 時間外勤務 地　域

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 00 0 0

区  分
合計

（千円）給料（千円） 職員手当（千円） 計（千円）

給与費

報酬（千円）

326万 2182万 8

備考

20万 8

共済費
（千円）

44万 8

35万 8

9万 0

0 51万 9 213万 9 249万 7

0 98万 6 281万 4

162万 0

0 46万 7 67万 5 76万 5
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区　　分 増減額（千円） 説　　　　　明

給　　料 　給与改定に伴う増減分 134万 9 　令和７年度給与改定等に伴う増減分

平均昇給率 0.30%

57万 3

　その他の増減分 △ 88万 7 　職員の異動等に伴う増減分

職員手当 千円

142万 9

千円

扶養手当 30万 6

住居手当 24万 3

通勤手当 △ 4万 8

期末勤勉手当 0

　その他の増減分 　職員の異動等に伴う増減分50万 1

　 期末勤勉手当 92万 8　制度改正に伴う増減分 92万 8 　令和７年度給与改定等に伴う増減分

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増減事由別内訳（千円） 備　　　　　考

　昇給に伴う増加分 11万 1



（３）給料及び職員手当の状況

ア．職員一人当たり給与

35万3358 円

42万1068 円

34万8019 円

41万1090 円

※給与は、給料及び職員手当（期末勤勉手当・退職手当を除く）の合計額

イ．初任給

高 校 卒 20万2300 20万 300 円

大 学 卒 23万4400 23万2000 円

円

円

平 均 年 齢 ４５歳　８月

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職
国 の 制 度

行 政 職 技 能 労 務 職

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 行 政 職 技 能 労 務 職

平 均 給 料 月 額

令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 ３９歳　８月

平 均 給 料 月 額
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級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

1級 1 11.1 1級

2級 2級

3級 2 22.2 3級

4級 3 33.4 4級

5級 2 22.2 5級

6級 1 11.1

7級

計 9 100.0 計

1級 1 11.1 1級

2級 2級

3級 2 22.2 3級

4級 3 33.4 4級

5級 2 22.2 5級

6級 1 11.1

7級

計 9 100.0 計

令和７年１月１日現在

ウ．級別職員数

区　　　　　　分
行　　政　　職 技　能　労　務　職

令和８年１月１日現在



（級別の標準的な職務内容）

区 分 １　　　級 ２　　　級 ３　　　級 ４　　　級

区 分 ５　　　級 ６　　　級 ７　　　級

区 分 １　　　級 ２　　　級 ３　　　級 ４　　　級

区 分 ５　　　級

技能労務職

技能労務職

行 政 職 主事 主事 係長・副主幹・主任
課長代理・主幹・係長
副主幹・主任

行 政 職
　課長・参事・室長
　課長代理・主幹

課長･参事･室長 部長・理事
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エ．昇給

行政職 技能労務職

9 9

8 8

１　号　給　　(人)

２　号　給　　(人)

３　号　給　　(人)

４　号　給　　(人) 8 8

88.9 88.9

9 9

8 8

１　号　給　　(人)

２　号　給　　(人)

３　号　給　　(人)

４　号　給　　(人) 8 8

88.9 88.9

前
年
度

職　　　員　　　数　　　　　(Ａ）　(人)

昇 給 に 係 る 職 員 数　 　(Ｂ)　 (人)

号給数別内訳

比                 率（Ｂ）／（Ａ）(％)

区　　　　　分 合　　計
代表的な職種

本
年
度

職　　　員　　　数　　　　　(Ａ）　(人)

昇 給 に 係 る 職 員 数　 　(Ｂ)　 (人)

号給数別内訳

比                 率（Ｂ）／（Ａ）(％)



オ．期末手当、勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

定年前早期退職

支 給 率 等 24.59 33.27 47.71 47.71 特例措置

（2％～20％　加算）

定年前早期退職

24.59 33.27 47.71 47.71 特例措置

（3％～45％　加算）

備 考

国 の 制 度

（支給率等）

国 の 制 度 2.325 2.325 4.65 有

区 分

本 年 度 2.325 2.325 4.65 有

前 年 度 2.30 2.30 4.60 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
級 等 に よ る 加 算 措 置
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キ．特殊勤務手当

0.05 ％ 0.05 ％

55.6 ％ 55.6 ％

ク．その他の手当

区 分 国の制度との異同

扶養 手当 同 じ

住居 手当 一 部 異 な る

通勤 手当 一 部 異 な る 駐車場等の利用に対する手当の有無

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ 令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 用地交渉等手当

差　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

家賃下限及び最高支給限度額

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

行 政 職 技 能 労 務 職



千円 千円 千円

1.

（１） 下 水 道 使 用 料 3億 1735万 0

（２） 受 託 工 事 収 益 0

（３） そ の 他 営 業 収 益 35万 3 3億 1770万 3

2.

（１） 管 渠 費 4486万 5

（２） 処 理 場 費 1億 8022万 6

（３） 浄 化 槽 費 2億 4547万 9

（４） 受 託 工 事 費 0

（５） 業 務 費 0

（６） 総 係 費 9092万 0

（７） 減 価 償 却 費 6億 2477万 0

（８） 資 産 減 耗 費 0

（９） そ の 他 営 業 費 用 0 11億 8626万 0

△ 8億 6855万 7

3.

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 0

（２） 他 会 計 負 担 金 0

（３） 他 会 計 補 助 金 9億 6235万 0

営 業 外 収 益

令和７年度　武雄市下水道事業　予定損益計算書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失
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（４） 長 期 前 受 金 戻 入 2億 5421万 6

（５） 加 入 金 370万 9

（６） 負 担 金 411万 9

（10） 雑 収 益 130万 1

（20） 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 還 付 金 0 12億 2569万 5

4.

（１） 支 払 利 息 9357万 0

（２） 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 0

（３） 雑 支 出 0 9357万 0 11億 3212万 5

2億 6356万 8

5.

（１） 固 定 資 産 売 却 益 0

（10） そ の 他 特 別 利 益 0 0

6.

（１） 固 定 資 産 売 却 損 0

（５） そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

2億 6356万 8

1826万 7

2億 4196万 3

5億 2379万 8

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金



千円 千円 千円

1.

(1) 

イ. 3億 2256万 8

ロ. 9億 355万 6

減 価 償 却 累 計 額 △ 2億 3320万 5 6億 7035万 1

ハ. 143億 9504万 2

減 価 償 却 累 計 額 △ 29億 4658万 6 114億 4845万 6

ニ. 56億 3542万 4

減 価 償 却 累 計 額 △ 21億 255万 7 35億 3286万 7

ホ. 89万 7

減 価 償 却 累 計 額 △ 85万 2 4万 5

ヘ. 154万 4

減 価 償 却 累 計 額 △ 146万 8 7万 6

ト. 0

159億 7436万 3

159億 7436万 3

2.

(1) 4億 7010万 9

(2) 1億 2902万 7

(3) 3100万 0

(4) △ 35万 6 1億 5967万 1

6億 2978万 0

166億 414万 3

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

器 具 及 び 備 品

令和７年度　武雄市下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

機 械 及 び 装 置

車 輌 及 び 運 搬 具

土 地

建 物

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

前 払 金
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千円 千円 千円

3.

(1)

イ. 62億 8560万 1

ロ. 0

(2) 3万 0

62億 8563万 1

4.

(1)

イ. 6億 601万 3

ロ. 0 6億 601万 3

(2) 2億 1484万 2

(3)

イ. 555万 6

ロ. 101万 1 656万 7

(4) 168万 0

8億 2910万 2

5.

83億 3223万 4

△ 21億 4265万 6

61億 8957万 8

133億 431万 1

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 等 企 業 債

未 払 金

そ の 他 の 企 業 債

賞 与 引 当 金

繰 延 収 益 合 計

引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

そ の 他 流 動 負 債

そ の 他 引 当 金

流 動 負 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

建 設 改 良 等 企 業 債

固 定 負 債

企 業 債

負　　債　　の　　部



千円 千円 千円

6. 24億 3723万 4

7.

(1)

イ. 1億 6128万 4

1億 6128万 4

(2)

イ. 1億 7751万 6

ロ.

ハ. 5億 2379万 8

7億 131万 4

8億 6259万 8

32億 9983万 2

166億 414万 3

資　　本　　の　　部

負 債 資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金
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千円 千円 千円

1.

(1) 

イ. 3億 2256万 8

ロ. 9億 710万 2

減 価 償 却 累 計 額 △ 2億 5722万 2 6億 4988万 0

ハ. 151億 6002万 4

減 価 償 却 累 計 額 △ 33億 1028万 8 118億 4973万 6

ニ. 59億 7035万 1

減 価 償 却 累 計 額 △ 23億 3832万 1 36億 3203万 0

ホ. 89万 7

減 価 償 却 累 計 額 △ 85万 2 4万 5

ヘ. 154万 4

減 価 償 却 累 計 額 △ 146万 8 7万 6

ト. 0

164億 5433万 5

164億 5433万 5

2.

(1) 4億 2164万 8

(2) 1億 7437万 4

(3) 5000万 0

(4) △ 11万 8 2億 2425万 6

6億 4590万 4

171億 23万 9

建 設 仮 勘 定

車 輌 及 び 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

流 動 資 産

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

令和８年度　武雄市下水道事業予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

前 払 金

資　　産　　の　　部



千円 千円 千円

3.

(1)

イ. 62億 9965万 8

ロ. 0

(2) 3万 0

62億 9968万 8

4.

(1)

イ. 6億 674万 1

ロ. 0 6億 674万 1

(2) 1億 5100万 0

(3)

イ. 577万 1

ロ. 95万 4 672万 5

(4) 168万 0

7億 6614万 6

5.

88億 3888万 7

△ 23億 9826万 9

64億 4061万 8

135億 645万 2

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 引 当 金

繰 延 収 益 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

建 設 改 良 等 企 業 債

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 等 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

流 動 負 債

企 業 債

そ の 他 固 定 負 債

負　　債　　の　　部

収 益 化 累 計 額
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千円 千円 千円

6. 26億 7919万 7

7.

(1)

イ. 1億 6128万 4

1億 6128万 4

(2)

イ. 1億 7924万 9

ロ. 0

ハ. 5億 7405万 7

7億 5330万 6

9億 1459万 0

35億 9378万 7

171億 23万 9

資　　本　　の　　部

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金



注　記

　１．重要な会計方針に係る事項

（１） 改定後の地方公営企業会計基準に基づき財務諸表等を作成している。

（２） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　定額法による。

無形固定資産　　定額法による。

（３） 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　　　債権の不能欠損による損失に備えるため、実績率により見込額を計上している。

②　賞与引当金

　　　職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込み額に基づき、

　　　当事業年度の負担に属する額を計上している。

③　その他引当金

　　　職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込み額に

　　　基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

④　退職給付引当金

　　　職員の退職手当は、従来どおり一般会計が負担することを確認しており、計上していない。

（４） 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する事項

該当なし。
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　３．セグメント情報の開示

（１） 報告セグメントの概要

本市下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業、市営浄化槽事業により構成されることから

それらを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

（２） 報告セグメントごとの予定営業収益等

当年度（自　令和８年４月１日　　至　令和９年３月３１日） （単位：千円）

セ グ メ ン ト 資 産

1

7億 6852万 8

セ グ メ ン ト 負 債

そ
の
他
の
項
目

他会計補助金

減価償却費

特 別 損 失

固定資産の増加額 8183万 8

市 営 浄 化 槽 事 業

農業集落排水事業

公 共 下 水 道 事 業

セ グ メ ン ト 区 分

市営浄化槽事業処理区域内における、し尿・生活雑排水等の処理

農業集落排水事業処理区域内における、し尿・生活雑排水等の処理

公共下水道事業処理区域内における、し尿・生活雑排水等の処理

事業の内容

2億 4394万 0

△ 1億 6766万 0

2517万 4

61億 5690万 5

55億 8100万 3

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益

経 常 利 益

農業集落排水事業 市営浄化槽事業 合計

7628万 0 1億 2994万 0 1億 8416万 4 3億 9038万 4

公共下水道事業

5億 6454万 6

△ 4億 3460万 6

2億 4306万 9

76億 5688万 3

45億 8592万 5

4億 6412万 9

△ 2億 7996万 5

2660万 6

32億 8645万 1

135億 645万 2

12億 7261万 5

△ 8億 8223万 1

2億 9484万 9

171億 23万 9

10億 1376万 3

6億 2348万 3

1億 6540万 8

1

33億 3952万 4

2億 4243万 4

1億 5090万 5

6億 592万 1

3億 2140万 91億 5116万 9

3

11億 345万 8

1

2億 5309万 2



令 和 ８ 年 度

武 雄 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書
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（収益的収入） （単位：千円）

区　分 金　額

１.

下水道事業収益

１.
営 業 収 益

１.
下水道使用料

１.

下水道施設使用料

２.
受託工事収益

１.下水道事業

受託事業収入

３.

その他営業収益

１.
手 数 料

２.
営 業 外 収 益

３.
他会計補助金

１.

一般会計補助金

４.

長期前受金戻入

１. 国庫補助等の減価償却に見合い分の戻入

長期前受金戻入 国庫・県補助金長期前受金戻入 2億 1008万 4
負担金、分担金長期前受金戻入 2740万 2
受贈財産評価額長期前受金戻入 1812万 7

５.
加 入 金

１.
加 入 金

300万 0 300万 0 0

300万 0 加入金

10億 1376万 3 一般会計からの繰入金

2億 5561万 3 2億 5769万 9 △ 208万 6

2億 5561万 3

12億 7781万 6 12億 2846万 5 4935万 1

10億 1376万 3 9億 6235万 0 5141万 3

2 受託工事に伴う収益

26万 8 37万 6 △ 10万 8

26万 8
指定工事店証交付手数料
責任技術者登録手数料　ほか

4億 2912万 5 4億 2275万 3 637万 2

4億 2912万 5 下水道使用料

2 2 0

17億 722万 0 16億 5160万 5 5561万 5

4億 2939万 5 4億 2313万 1 626万 4

令和８年度　武雄市下水道事業会計予算説明書

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

比　較
節

説　　　明



（単位：千円）

区　分 金　額

６.
負 担 金

１.
負 担 金

１０.
雑 収 益

１０.
その他雑収益

２０.消費税及び

地方消費税還付金

１.消費税及び

地方消費税還付金

３.
特 別 利 益

３.

賞与引当金戻入

１.

賞与引当金戻入

５.

貸倒引当金戻入

１.

貸倒引当金戻入

１０.

その他特別利益

１.

その他特別利益
3

3

3 3 0

3

3 3 0

1

9 9 0

3 3 0

129万 6 129万 6 0

129万 6 公有財産使用料（武雄浄化センターほか）

1 1 0

節
説　　　明

414万 3 411万 9 2万 4

414万 3 工業用水道事業人件費負担金

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

比　較

－ 35 －



－ 36 －

（収益的支出） （単位：千円）

区　分 金　額

１.
下水道事業費用

１.
営 業 費 用

１.
管 渠 費

１３.
光 熱 水 費

１５.
通 信 運 搬 費

１６.
委 託 料

１７．

手 数 料

１８.
賃 借 料

１９.
修 繕 費

２７.
公 課 費

２.
処 理 場 費

１１.

備 消 耗 品 費

１２.
燃 料 費

１３.
光 熱 水 費

１５.
通 信 運 搬 費

１６.
委 託 料

１７.
手 数 料

74万 4 警報通信費

1億 1549万 4
施設管理業務、水質検査業務、産業廃棄物
（汚泥）処分業務ほか

6867万 2 汚泥引抜手数料、浄化槽法11条検査手数料

39万 0 記録用紙、水質検査試薬ほか

17万 8 公用車ガソリン代ほか

3322万 5 電気料、水道料

1190万 0 管路施設補修費

2 産業廃棄物税

2億 3680万 6 2億 3903万 1 △ 222万 5

3801万 2 管路及びマンホールポンプ清掃委託料ほか

100万 0 管路施設補修手数料

19万 7 中継ポンプ制御盤等敷地借上料

6107万 1 5345万 5 761万 6

809万 4 中継ポンプ電気料

186万 6 中継ポンプ警報通信費

説　　　明

14億 3214万 0 14億 1039万 2 2174万 8

13億 3076万 5 13億 857万 3 2219万 2

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

比　較
節



（単位：千円）

区　分 金　額

１８.
賃 借 料

１９.
修 繕 費

２１.
薬 品 費

２６.
保 険 料

２７.
公 課 費

３１.
材 料 費

３.
浄 化 槽 費

１６.
委 託 料

１７.
手 数 料

１９.
修 繕 費

２１.
薬 品 費

４.
受 託 工 事 費

２８.
工 事 請 負 費

６.
総 係 費

１.
給 料

２.
手 当

４.
法 定 福 利 費

3006万 1 職員7名分

1823万 4 職員7名分

877万 5 職員7名分

2 2 0

2 受託工事に伴う支出

1億 124万 3 9796万 1 328万 2

1億 3163万 7 浄化槽法検査手数料、汚泥引抜手数料

644万 8 浄化槽補修費

109万 2 脱臭剤ほか

22万 9 ＥＭ活性液用原液

3億 815万 7 2億 9334万 8 1480万 9

1億 6898万 0 清掃、保守点検業務ほか

1183万 6 高分子凝集剤、固形塩素ほか

51万 0 処理場等建物損害保険料、公用車保険料ほか

9万 3 産業廃棄物税、軽油取引税

節
説　　　明

21万 5 公用車リース料ほか

522万 0 処理場施設補修費

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

比　較

－ 37 －



－ 38 －

（単位：千円）

区　分 金　額

７.
児 童 手 当

９.
旅 費

１０.
被 服 費

１１.
備 消 耗 品 費

１２.
燃 料 費

１３.
光 熱 水 費

１４.
印 刷 製 本 費

１５.
通 信 運 搬 費

１６.
委 託 料

１７.
手 数 料

１９.
修 繕 費

２３.
研 修 費

２５.
会 費

２６.
保 険 料

２７.
公 課 費

２９.
負 担 金

１０１.
賞与引当金繰入額

433万 7
令和8年6月賞与分
（令和7年12月～令和8年3月の4ヶ月）

8 公用車重量税

394万 2 部長級給与負担金ほか

35万 7 研修会参加費

34万 4 佐賀県浄化槽普及促進協議会会費ほか

3万 0 公用車保険料ほか

3109万 8 下水道使用料徴収業務委託ほか

56万 2 公金収納事務手数料、子メーター設置手数料ほか

1万 0 公用車修繕費

36万 8 電気料、水道料金、下水道使用料

5万 8 指定工事店証台紙、マンホールカード

44万 4 郵便料、電話料

3万 6 作業服ほか

73万 7 事務用品、図書購入費、子メーター購入費

11万 6 公用車ガソリン代

節
説　　　明

60万 0 職員4名分

28万 8 下水道事業団研修ほか

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

比　較



（単位：千円）

区　分 金　額

１０２.
その他引当金繰入額

１０６.
貸倒引当金繰入額

７.
減 価 償 却 費

１０７.

有形固定資産

減 価 償 却 費

８.

資 産 減 耗 費

１０８.
固定資産除却費

２.
営 業 外 費 用

１.
支 払 利 息

２０１.
企 業 債 利 息

２０２.
借 入 金 利 息

２.消費税及び
地方消費税

２５１.
消費税及び地方消費税

１０.
雑 支 出

２１０.

その他の雑支出
30万 0 過年度分還付金及び還付加算金

1 消費税及び地方消費税納付額

30万 0 30万 0 0

115万 2 一時借入金利息

1 1 0

1億 17万 1 1億 61万 5 △ 44万 4

9901万 9 企業債定例償還　利子

1億 47万 2 1億 91万 6 △ 44万 4

6億 2348万 3 建物・構築物・機械及び装置・車輌及び運搬具減価償却費

3 3 0

3 下水道管布設替等による固定資産除却費

72万 0
令和8年6月賞与分
（令和7年12月～令和8年3月の4ヶ月）

11万 8

6億 2348万 3 6億 2477万 3 △ 129万 0

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

比　較
節

説　　　明

－ 39 －



－ 40 －

（単位：千円）

区　分 金　額

３．

特 別 損 失

４．過年度

損益修正損

３０１．
過年度損益修正損

４.
予 備 費

１.
予 備 費

９０１.
予 備 費

（資本的収入） （単位：千円）

区　分 金　額

１.
資 本 的 収 入

１.
企 業 債

１.
企 業 債

１.
下水道事業債

２.

工 事 負 担 金

１.
工 事 負 担 金

１.
移 設 補 償

650万 0 500万 0 150万 0

650万 0 下水道管移設補償

4億 5740万 0 管渠敷設、浄化槽設置工事、処理場機器更新費用等

650万 0 500万 0 150万 0

4億 5740万 0 4億 3425万 0 2315万 0

4億 5740万 0 4億 3425万 0 2315万 0

節
説　　　明

8億 3106万 2 7億 6594万 8 6511万 4

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

比　較

90万 0 90万 0 0

90万 0

3

90万 0 90万 0 0

3 3 0

3 3 0

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

比　較
節

説　　　明



（単位：千円）

区　分 金　額

３.
分担金及び負担金

１.
受益者負担金

１.
受益者負担金

２.
事 業 分 担 金

１.
事 業 分 担 金

４.
支 出 金

１.
国 庫 補 助 金

１. 循環型社会形成推進交付金 6611万 9
国 庫 補 助 金 社会資本整備総合交付金 2億 3790万 0

農村整備事業事業補助金 2864万 0
８.
その他資本的収入

１.
その他資本的収入

１.
その他資本的収入

3

3億 3265万 9

3 3 0

3 3 0

3億 3265万 9 2億 8919万 5 4346万 4

3億 3265万 9 2億 8919万 5 4346万 4

2700万 0 2700万 0 0

2700万 0 市営浄化槽設置工事分担金

750万 0 1050万 0 △ 300万 0

750万 0 公共下水道受益者負担金

節
説　　　明

3450万 0 3750万 0 △ 300万 0

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

比　較

－ 41 －



－ 42 －

（資本的支出） （単位：千円）

区　分 金　額

１.
資 本 的 支 出

１.
建 設 改 良 費

１.
管 渠 整 備 費

１.
給 料

２.
手 当

４.
法 定 福 利 費

７.
児 童 手 当

１６. 価格調査委託 80万 0
委 託 料 管路施設設計業務委託 1500万 0

劣化マンホール調査 47万 0
県道相知山内線移設設計 110万 0

２２.
補 償 費

２８. 管渠布設工事　L=2,000ｍ 4億 4500万 0
工 事 請 負 費 舗装復旧工事　A=7,000㎡ 7000万 0

管路施設機器更新工事　4地区 3028万 0
県道相知山内線管路移設工事 540万 0
受託工事 1

１０１.

賞与引当金繰入額

１０２.
そ の 他 引 当 金 繰 入 額

２.
浄化槽整備費

１.
給 料

384万 0 職員1名分

5億 5068万 1

64万 5
令和8年6月賞与分
（令和7年12月～令和8年3月の4ヶ月）

10万 8
令和8年6月賞与分
（令和7年12月～令和8年3月の4ヶ月）

2億 4757万 5 2億 5129万 2 △ 371万 7

135万 6 職員1名分

48万 0 職員1名分

1737万 0

1000万 0 物件移転補償

5億 8827万 9 4億 8382万 9 1億 445万 0

426万 2 職員1名分

337万 7 職員1名分

14億 8084万 9 13億 8110万 0 9974万 9

8億 7483万 4 7億 9866万 2 7617万 2

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

比　較
節

説　　　明



（単位：千円）

区　分 金　額

２.
手 当

３.
報 酬

４.
法 定 福 利 費

７.
児 童 手 当

２８.

工 事 請 負 費

１０１.
賞与引当金繰入額

１０２.
そ の 他 引 当 金 繰 入 額

３.
施 設 費

１６. 宮野地区維持管理適正化計画策定 900万 0
委 託 料 大野地区維持管理適正化計画策定 860万 0

２８. 管路施設機器更新工事　3地区 1748万 0
工 事 請 負 費 流入ポンプ交換 250万 0

水中ポンプ用自動運転ユニット交換 140万 0
２.
企業債償還金

１.
企業債償還金

４０１.
企業債償還金

6億 601万 5 企業債定例償還　元金

2138万 0

6億 601万 5 5億 8243万 8 2357万 7

6億 601万 5 5億 8243万 8 2357万 7

12万 6
令和8年6月賞与分
（令和7年12月～令和8年3月の4ヶ月）

3898万 0 6354万 1 △ 2456万 1

1760万 0

24万 0 職員1名分

2億 3625万 4 浄化槽設置工事費（180基）

78万 9
令和8年6月賞与分
（令和7年12月～令和8年3月の4ヶ月）

説　　　明

300万 1
職員1名分
会計年度任用職員1名分

182万 8 会計年度任用職員1名分

149万 7
職員1名分
会計年度任用職員1名分

款 項 目
本年度
予定額

前年度
予算額

比　較
節

－ 43 －


